
99

Bulletin of Jumonji University, vol.46, 2015 研究報告

Ⅰ．問題及び研究目的

介護人材は、現在進行中である地域包括ケアシ
ステムの構築に不可欠の社会基盤であり、人材確
保と養成システムは最重要課題である。2012（平
成24）年度の介護職員推計値は149万人、2025年
では237万人から249万人の介護職員が必要と推計

され、2025年には125万人ほどの介護福祉士が必
要と試算されている（厚生労働省「福祉人材確保
対策検討会」10月22日）。同検討会では「継続的
に専門性を高めていくことのできる教育体系の確
立、専門性に応じた役割と位置付けのあり方等に
ついて」検討が進められ、一層介護福祉教育の重
要性と介護人材の必要性の高さが示されている。
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要　　旨

今後の超高齢社会における介護職員の需要見通しについて、2015（平成27）年 6 月厚生労働省は「団
塊の世代」が75歳以上になる2025（平成37）年に介護職員が約38万人不足する恐れがあるとの推計を公
表した。介護職員は増加しているが、いずれ介護サービスの需要増加に追いつかないことを示してい
る。一方、2015（平成27）年の介護福祉士登録数 1 ）は130万人を突破している。しかし就労環境の過酷
さや賃金の低さ等の状況からいわゆる仕事に従事していない潜在的介護福祉士 2 ）の存在も報道されて
いる。今後少子化が加速する中で、若い人材が介護職に夢と期待を抱くには教育面における就学動機支
援が不可欠である。筆者は平成24年度共同研究において、本学の介護福祉コース卒業生を対象に「就労
動機及び就労状況」についてのアンケート調査を実施した 3 ）。その結果、今後の入学者及び在学生が介
護福祉を学ぶための「修学動機支援」が課題として浮かび上がった。

本研究は、その継続研究として、在学生における「修学動機支援」に関するアンケートを実施したも
のである。調査結果の分析から、 4 年間の過密な学修習得状況下において、課題 1 ．「資格取得」への
支援、課題 2 ．「幅広い教養・学びの機会と就職」への支援を強化する必要性が明らかになった。
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これまでの代表的な先行研究（ 4 年制大学にお
ける介護福祉教育に関する研究及び調査）では、
① 4 年制大学における介護福祉教育の特徴が、社
会福祉士受験資格とのダブル資格取得が可能なカ
リキュラム配置（2007年介護福祉士養成大学連絡
協議会実施）、②「 4 年制介護福祉士養成大学の
教育独自科目について（2014年介護福祉士養成大
学連絡協議会実施）」、であることが明らかになっ
ているが、実際の 4 年制大学で介護福祉を学ぶ学
生（卒業生）の社会福祉士受験資格取得の状況
や、介護福祉を学ぶ学生の動機等についての基礎
的な資料や研究は乏しい。

一方、2007（平成19）年介護福祉士法改正以
来、介護福祉士国家試験実施に向けて、介護人材
不足を理由にその政策動向が目まぐるしく変化し
てきた。結果、本年になり平成29年度養成施設卒
業生から介護福祉士国家試験受験資格を付与する
ことが公表され学生及び教員間において混乱が生
じた経緯がある 4 ）。

そこで本研究では、これまでの代表的な先行研
究結果と介護福祉士資格を巡る政策動向を踏ま
え、①在学生における介護福祉を学ぶ学生の社会
福祉士受験資格取得の意思の有無、②本学を卒業
した介護福祉コース卒業生の社会福祉士受験資格
取得状況、③大学で介護福祉士を学ぶことを志望
した動機、以上の 3 つの視点から分析し、今後の
大学における介護福祉教育の具体的な修学支援の
方向性を示すことを目的とした。

Ⅱ．研究の視点及び方法

〜在学生調査〜
Ⅱ− 1 − 1 ．調査対象；2015年度本学人間福祉
学科介護福祉コース（介護福祉士養成課程）在
学生（2012〜2015年度生）77名
Ⅱ− 1 − 2 ．調査方法；集合調査面接法による
アンケート調査（無記名）

（有効回収率97.4％、有効ケース数75名）

〜卒業生調査〜
Ⅱ− 2 − 1 ．調査対象；本学介護福祉コース卒
業生（2012〜2015年度）147名
Ⅱ− 2 − 2 ．調査方法；調査対象者の社会福祉
士受験資格取得状況の有無について、既存の
データ整理
Ⅱ− 3 ．調査手続き及び倫理的配慮；本研究の

アンケート調査実施及び卒業生の資格取得データ
整理について、本学研究倫理委員会の審査（受付
番号2015−007適）を受け承認を得た。在学生調
査対象者へは、①研究目的を示し個人が特定され
ず統計的に処理すること、②アンケートの回答に
よって、個人的な利益や不利益が生じないこと、
③回答は強制ではなく自由意思に基づく回答であ
ることを示した。

Ⅱ− 4 ．調査期間；平成27年 7 月
Ⅱ− 5 ．先行研究及び研究デザイン；平成24年

度共同研究で実施した「就労動機及び就労状況」
のアンケート調査の分析結果を参考に、予備調査
の回答結果から加筆・修正した、以下の 5 項目つ
いて設問を設定した。

ⅰ）社会福祉士受験資格取得の意思の有無につ
いて（ 2 件法）、ⅱ）社会福祉士受験資格取得
の意思を決めた時期について（ 2 件法）、ⅲ）
社会福祉士受験資格取得しない意思を決めた時
期について（ 2 件法）、ⅳ）介護福祉士国家試
験導入が社会福祉士受験資格取得の有無への影
響について（ 4 件法）、ⅴ） 4 年制大学で介護
福祉を学ぶ（選択）動機について、以下の 6 つ
の設問を設定した（ 4 件法）。①大学進学が前
提（大卒希望）、②介護福祉士以外の資格取得
が可能、③大学では幅広い教養・学びの機会、
④自己の適性や進路（就職）を考える期間、⑤
就職の選択幅が広がる、⑥介護福祉領域以外の
福祉領域（児童領域・障がい領域・福祉行政
等）への興味。
Ⅱ− 6 ．分析の方法及び視点；直接確率計算、

クロス集計等、回答データの傾向を分析する。
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Ⅲ．研究結果

Ⅲ− 1 ．基本属性結果

Table 1．回答学年の内訳（n＝75）

在学生調査の回収率は有効回収率97.4％、有効
回答数75名であった（Table 1）参照。

Ⅲ− 2 ．結果及び分析
在学生調査　設問ⅰ）社会福祉士受験資格取得

の意思の有無について
「回答学年と社会福祉士受験資格取得の意思の

有無」について、クロス集計した（Table 2−1）
参照。

内訳では、1 年生「2015年度生『資格取得有（度
数18；100.0％）』」 が 最 も 多 く、 次 い で 3 年 生

「2013年度生『資格取得の意思「有」（度数24；
88.9％）』」、 2 年生「2014年度生『資格取得の意
思「有」（度数12；85.7％）』」、 4 年生「2012年度
生『資格取得の意思「有」（度数 9 ；56.3％）』」
の順であった。全体では、 8 割以上が『資格取得
の意思「有」（度数63；84.0％）』」の結果であっ
た。

Table 2−1．�回答学年と社会福祉士受験資格取得の
意思の有無（n＝75）

全 体 の『 資 格 取 得 の 意 思「 有 」（ 度 数63；
84.0％）』と「『資格取得の意思「無」（度数12；
16.0％）』について、直接確率計算（両側検定）
の結果では、p＜.01水準で有意であった（Table 
2−2）参照。

Table 2− 2 ．�在学生の社会福祉士受験資格取得の
意思の有無（n＝75）

卒業生調査
本学の介護福祉コース卒業生の社会福祉士受験

資格取得状況について、介護福祉士国家資格を付
与された147名について分析した。介護福祉士国
家資格取得者全体の内、社会福祉受験資格取得者
は『資格取得「有」（度数108；73.5％）』、「『資格
取得「無」（度数39；26.5％）』であった。直接確
率計算（両側検定）の結果では、p＜.01水準で有
意であった（Table 2−3）参照。

Table 2− 3 ．�卒業生の社会福祉士受験資格取得の
有無（n＝147）

在学生及び卒業生の結果から、介護福祉を学ぶ
学生の特徴として社会福祉士受験資格取得者が有
意に多いことが明らかになった。
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　在学生調査　設問ⅱ）社会福祉士受験資格取得
の意思を決めた時期について
「回答学年と社会福祉士受験資格取得の意思を

決めた時期（入学前と入学後）」について、クロ
ス集計した（Table 3）参照。入学前では、 1 年
生「2015年度生『入学前（度数15；83.3％）』」が
最も多く、次いで 4 年生「2012年度生『入学前（度
数 7 ；77.8％）』」であった。入学後では、 2 年生

「2014年度生『入学後（度数 5 ；41.7％）』」、 3 年
生「2013年度生『入学後（度数 9 ；37.5％）』」の
順であった。

全 体 で は、 約 7 割 弱 が『 入 学 前（ 度 数44；
69.8％）』」、約 3 割が『入学後（度数の結果であっ
た。入学前に、何を学ぶのか、他のどのような資
格を取得ができるかを理解していることが推察さ
れる。

Table 3．�社会福祉士受験資格取得の意思を決めた
時期（n＝63）

在学生調査　設問ⅲ）社会福祉士受験資格取得
の意思をやめた時期について
「回答学年と社会福祉士受験資格取得の意思を

やめた時期（入学前と入学後）」について、クロ
ス集計した（Table 4）参照。全体では、『入学後

（度数 9 ；75.0％）』」の結果であった。最も多い
のが、 4 年生「2012年度生『入学後（度数 6 ；

85.7％）』」であった。この結果は、入学後の学び
の過程においてダブル資格履修の負担感が学年進
行後に増すことが原因であると推測する。

Table 4．�社会福祉士受験資格取得の意思をやめた
時期（n＝12）

在学生調査　設問ⅳ）介護福祉士国家試験導入
が社会福祉士受験資格取得の有無への影響につい
て
「回答学年と介護福祉士国家試験導入が社会福

祉士受験資格取得の有無への影響」について、ク
ロス集計した（Table 5）参照。
「介護福祉士国家試験導入が社会福祉士受験資

格取得の有無への影響について」の内訳では、 3
年生「2013年度生『影響有（度数20；74.1％）』」
が最も多く、次いで 2 年生「2014年度生『影響有

（度数10；71.4％）』」、であった。「影響」無では、
4 年生「2012年度生『影響無（度数13；81.3％）』」、
1 年生「2015年度生『影響有（度数 8 ；44.4％）』」
の順であった。

全体では、6 割弱が『影響有（度数43；57.3％）』」
の結果であった。

この結果は、 3 年生は、入学前の介護福祉士資
格取得条件と入学後の資格取得条件が影響した学
年であることが回答結果に影響を与えたと推察さ
れる。
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Table 5．介護福祉士国家試験延期の影響（n＝75）

在学生調査　設問ⅴ） 4 年制大学で介護福祉を
学ぶ（選択）動機について

①大学進学が前提（大卒希望）（ 4 件法）
「回答学年と大学進学が前提（大卒希望）」につ

いて、帯グラフ集計した（Bar graph 1）参照。

Bar graph 1．回答学年と大卒希望について

回答学年全てにおいて、大卒希望が肯定率の高
い結果であった。全体では、『大卒希望「あては
まる」（度数54；72.0％）』が最も多く、次いで

『大卒希望「ややあてはまる」（度数16；21.3％）』
の結果であった。総和では 9 割以上が大卒希望で
あった。自由記述において「もともと大学進学が
前提であった」との記述が多くみられた。

在学生調査　設問ⅴ） 4 年制大学で介護福祉を
学ぶ（選択）動機について

②介護福祉士以外の資格取得が可能（ 4 件法）
「回答学年と介護福祉士以外の資格取得が可能」

について、帯グラフ集計した（Bar graph 2）参
照。

Bar graph 2．回答学年と他資格取得

回答学年全てにおいて、「資格取得可能」の肯
定率が高い結果であった。全体では、『他資格取
得可能「ややあてはまる」（度数39；52.0％）』が
最も多く、次いで『他資格取得可能「あてはまる」

（度数25；33.3％）』の結果であった。総和では 8
割以上（度数64；85.3％）が「資格取得可能」で
あった。

在学生調査　設問ⅴ） 4 年制大学で介護福祉を
学ぶ（選択）動機について

③大学では幅広い教養・学びの機会（ 4 件法）
「回答学年と大学では幅広い教養・学びの機会」

について、帯グラフ集計した（Bar graph 3）参照。
回答学年全てにおいて、「幅広い教養・学びの

機会」の肯定率が高い結果であった。全体では、
『幅広い教養・学びの機会「ややあてはまる」（度
数41；54.7％）』が最も多く、次いで『幅広い教
養・学びの機会「あてはまる」（度数30；40.0％）』
の結果であった。総和では 9 割以上（度数71；
94.7％）が「幅広い教養・学びの機会」であった。
自由記述では「資格取得以外の学びを大学に求め
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ている」との記述が多くみられた。

Bar graph 3．回答学年と幅広い教養・学びの機会

在学生調査　設問ⅴ） 4 年制大学で介護福祉を
学ぶ（選択）動機について

④自己の適性や進路（就職）を考える期間（ 4
件法）
「回答学年と大自己の適性や進路（就職）を考

える期間」について、帯グラフ集計した（Bar 
graph 4）参照。

Bar graph 4．回答学年と自己の適性進路の考える期間

回答学年全てにおいて、「自己の適性や進路（就
職）を考える期間」の肯定率が高い結果であっ
た。全体では、『自己の適性や進路（就職）を考
える期間「ややあてはまる」（度数37；49.3％）』
が最も多く、次いで『自己の適性や進路（就職）

を考える期間「あてはまる」（度数28；37.3％）』
の結果であった。総和では 8 割以上（度数65；
86.6％）が「自己の適性や進路（就職）を考える
期間」であった。大学進学の際に、目的の学びや
資格取得を目指した進路を選択するが、大学での
4 年間の学びを社会に出る準備期間として、自己
の適性や他の幅広い進路選択を考える期間を求め
ていることが窺える。

在学生調査　設問ⅴ） 4 年制大学で介護福祉を
学ぶ（選択）動機について

⑤進路（就職）の選択幅が広がる（ 4 件法）
「回答学年と就職の選択幅が広がる」につい

て、帯グラフ集計した（Bar graph 5）参照。

Bar graph 5．回答学年と就職の選択幅の幅が広がる

回答学年全てにおいて、「就職の選択幅が広が
る」の肯定率が高い結果であった。全体では、『就
職の選択幅が広がる「ややあてはまる」（度数
36；48.0％）』が最も多く、次いで『就職の選択
幅が広がる「あてはまる」（度数32；42.7％）』の
結果であった。総和では 9 割以上（度数68；
90.7％）が「就職の選択幅が広がる」であった。

在学生調査　設問ⅴ） 4 年制大学で介護福祉を
学ぶ（選択）動機について

⑥介護福祉領域以外の福祉領域（児童領域・障
がい領域・福祉行政等）への興味（ 4 件法）
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「回答学年と介護福祉領域以外の福祉領域」に
ついて、帯グラフ集計した（Bar graph 6）参照。

Bar graph 6．回答学年と他福祉領域への興味

回答学年全てにおいて、「介護福祉領域以外の
福祉領域」の肯定率が高い結果であった。全体で
は、『介護福祉領域以外の福祉領域「あてはまる」

（度数31；41.3％）』が最も多く、次いで『介護福
祉領域以外の福祉領域「ややあてはまる」（度数
27；36.0％）』の結果であった。総和では 8 割弱

（度数58；77.3％）が「介護福祉領域以外の福祉
領域」であった。介護福祉を基礎として、広く福
祉領域への学びも視野に入れていることが窺え
る。

在学生調査　設問ⅴ） 4 年制大学で介護福祉を
学ぶ（選択）動機について

①大学進学が前提（大卒希望）、②介護福祉士
以外の資格取得が可能、③大学では幅広い教養・
学びの機会、④自己の適性や進路（就職）を考え
る期間、⑤就職の選択幅が広がる、⑥介護福祉領
域以外の福祉領域（児童領域・障がい領域・福祉
行政等）への興味。（ 4 件法）について、全体帯
グラフ集計した（Bar graph 7）参照。

Bar graph 7．�4 年制大学で介護福祉を学ぶ動機につ
いて

「 4 年生大学で介護福祉を学ぶ動機について」
全体では、『大卒希望「あてはまる」（度数54；
72.0％）』が最も多い結果であった。
「あてはまる」と「ややあてはまる」の総和で

は、「幅広い教養・学びの機会（度数71；94.7％）」
と「大卒希望（度数70；93.3％）」、「就職の選択
幅が広がる（度数68；90.7％）」が 9 割以上であっ
た。自由記述において「自己のペースでゆっくり
と学ぶ期間がほしかった」との記述が多くみられ
た。他設問結果を含めて、大学の 4 年間の学びの
期間において、幅広い教養と学びの機会から、将
来の就職への選択肢を広げ模索することを希望し
ていることが明らかになった。

Ⅳ．考察

（ 1 ）社会福祉士受験資格取得について
在学生の調査結果及び卒業生の資格取得状況分

析から、介護福祉を学ぶ学生は社会福祉士受験資
格も取得する目的で入学してきていることが明ら
かになった。先行研究である、介護福祉士養成大
学連絡協議会調査結果でも同様の傾向であり、介
護福祉を学ぶ大学の最大の特徴であることを示し
ている。

本学では「共通科目（18単位以上）」、「学科専
門科目；卒業研究を含めた必修科目16単位を含み
98単位以上」、「その他「共通科目」及び学科の
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「専門科目」に加え、他学科の「専門科目」を自
由選択科目として 8 単位以上を履修する」、計124
単位以上を卒業要件としている。介護福祉を学ぶ
学生は以下の 2 通りの履修ケースとなる。

ケース 1 ；介護福祉士資格取得のみを希望する学
生のケース→上記の要件を満たし、介護福祉士指
定科目88単位、124単位で卒業
ケース 2 ；介護福祉士資格取得と社会福祉士国家
試験受験資格のダブル資格取得を希望者する学生
のケース
→合計158単位以上で卒業
※ダブル資格取得者は、社会福祉士指定専門科目
を34単位分取得する必要がある。本学では、途中
で介護福祉士養成課程を離脱した場合でも、介護
福祉士指定科目で認定した単位はそのまま有効で
ある。

このようにダブル資格を取得する学生は、158
単位以上の科目履修と介護実習（450時間）、社会
福祉実習（180時間）を履修しなければならない。
1 年後期から 4 年夏休みまでの長期休業期間は、
実習が配当されている。学生の単位取得状況や学
習負担に伴う学習モチベーションについて、定期
的な個別指導が重要となる。

（ 2 ） 4 年制大学で介護福祉を学ぶ動機について
アンケート結果から「幅広い教養・学びの機

会」と「大卒希望」「就職の選択幅が広がる」が
9 割以上肯定率で、大学の 4 年間の学びの期間に
おいて幅広い学びと将来の就職への選択肢を模索
することを期待していることが明らかになった。

この結果から、資格取得の希望に加えて大学で
学ぶことの意義が進学の大きな動機になっている
と推測される。

以上のことから、介護福祉を学ぶ学生はダブル
資格取得者が有意に多い傾向から、 4 年間の過密
な学修習得状況下において、課題 1 ．「資格取得」
への支援、課題 2 ．「幅広い教養・学びの機会と

就職」への支援を強化する必要性が明らかになっ
た。

Ⅴ．本研究の総括と今後の就学支援課題

筆者は、（宮内；2010 5））、平成24年度共同研究
結果 5 ）において、介護福祉を学ぶ課題について
論じてきた。今回の調査で明らかになった上記の
2 つの課題と、これまで論じてきた視点から今後
の介護福祉を学ぶ学生の「修学支援」について再
考し加筆する。

4 年間の過密な学修習得状況下において、課題
1 ．「資格取得」への支援については、前述した
ように、2017（平成29）年度より養成施設卒業生
に対して、介護福祉士国家試験受験資格を付与
し、 5 年間をかけて斬新的な導入が図られる。 4
年制大学では現 2 年生からの実施となり、ダブル
資格取得を希望して入学する学生への就学支援の
ひとつとして、介護福祉士国家試験対策が挙げら
れる。これまで以上、より学生の学修習得の負担
が荷重になることになる。より体系的に学べるよ
う、きめ細かな修学支援体制の構築が求められる

（Figure 1 6））参照。
課題 2 ．「幅広い教養・学びの機会と就職」へ

の支援について、課題 1 ．資格取得に向けた支援
と並行して、個々の学生の修学動機について、入
学後学生個々の入学志望動機の実態把握に努め、
保護者を含めたきめ細かな面接指導を実施し、学
生実態と個々に応じた参加可能な実体験プログラ
ム（ボランティア活動を含む地域支援活動やイン
ターンシップ等）の多様な配置や一般教養科目の
履修指導についても継続課題と言える 7 ）。更に保
護者を含み、専門職員によるキャリアカウンセリ
ングを定期的に実施し、担当教員を中心とした
ディプロマポリシーの確立と出口管理のプロセス
を明確にすることも重要である。この課題に対し
ては、入学前から卒業後までの福祉の学びと就職
のイメージを学生と具体的に共有し、専門職員・
担当教員・保護者を含めた四者の相互理解も重要
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である 8 ）。
今後、学科内で整備中である、第 2 期中期目

標・中期計画（平成28年〜平成33年度）の大学教
学関係・教育事項中期目標においては「教育の質
的向上を図り、学生が主体的に地域等と関わり学
び考えることをとおして、自らの「可能性」に気
づき、積極的に課題解決に貢献できる人材を育成
する」と掲げている。この中期目標を目指すため
の議論を深め、前述した 2 つの課題も含めて、具
体的な取り組み内容、成果目標など具体的な支援
体制を再構築し、学生個々の状況を把握して教育
を積み上げていくことを記し、本研究の結びとす
る。

Figure 1．入学前から卒業後までの学びのプロセス
（加筆修正）
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引用・注
1 ）	 平成27年 3 月登録者数130万 6 千753人（内訳で

は「国家試験登録者数98万 1 千381人」、「養成
施設者数32万 5 千372人」となっている。

2 ）介護等の業務に従事していない、いわゆる潜在
的介護福祉士は、推計約27.5万人（平成21年 9

月末現在の登録者数約81万 1 千人の約34％）と
なっている。今後の介護人材不足の予測から、
潜在的介護福祉士の福祉・介護分野への復帰へ
の支援対策が重要となる。

3 ）平成24年度、共同研究において、介護福祉を学
ぶ学生の修学動機支援に関する研究（ 1 ）を担
当。（ 2 ）は共同研究者による、在学生及び卒
業生へのグループインタビューを行う。本研究
は、筆者が担当した、共同研究（ 1 ）の課題に
ついての継続研究にあたる。タイトルは（ 3 ）
と明記している。

4 ）厚生労働省は2022（平成34）年度から養成施設
卒業生に国家試験の受験を義務付ける方針を打
ち出す。2017（平成29）年度から2021（平成
33）年度までの卒業生に受験資格を与え、未受
験・不合格でも卒後 5 年間は介護福祉士とす
る。

5 ）宮内寿彦「介護福祉士養成大学における介護福
祉士養成の現状と課題」十文字学園女子大学

『紀要論文』第 8 巻，2010年。
6 ）宮内寿彦「介護福祉を学ぶ学生の修学動機支援

に関する研究（ 1 ）〜卒業生のアンケート調査
分析から〜」十文字学園女子大学『紀要論文』
第11巻，2013年。

6 ）同掲書，p8掲載の「Figure 1．入学前から卒業
後までの学びのプロセス」を加筆。

7 ）同掲書，p7を加筆修正。
8 ）同掲書，p8を加筆修正。
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